フランスの科学技術・イノベーション政策動向 －産学官ナノテクノロジー・イノベーションセンター・プロジェクトMINATEC－ by 小笠原 敦 & 科学技術動向研究センター





















































改革λ 原ー壬力ー 関連E:;.集更し;τどた物一理忍研ー 究者ー 7研
究テーマの戦略的なシフト、地域政策的視点等、フラ




















International Centers National Centers University research 
ESRF 500 CEA 3，000 UJF 2，300 
ILL 400 CNRS 1，400 INPG 1，230 
GHFML 100 INSERM 2，970 
EMBL 55 F.T. R&D 350 
IRAM 90 CRSSA 300 
INRIA 330 
Total 1，145 8，350 3，530 
出典 PoleUniversity -data for 2000 
*略称詳細
International Centers National Center 
ESRF 欧州シンクロトロン放射光施設 CEA 仏原子力庁
ILL ラウエ・ランジェバン研究所 CNRS 国立科学研究センター
GHFML グルノーブル高磁場研究所 INSERM 国立保健医学研究所
EMBL 欧州分子生物学研究所 F.T. R&D フランステレコム研究開発センタ-






Enterprises Jobs Nationality Activity 
ST Microelectronics 1，000 France， Italy Semiconductor 
Schneider Electric 450 France Electric Equipment 
Hewlett-Packard 400 USA IT 
Lafarge 350 France Cement 
Pechiney 300 France Aluminum 
Bull 230 France IT 
Sun Microsystems 200 USA IT 
Air Liquid 150 France Chemicals 






























Patents Fields 1998 1999 Growth 
rate 
France 13，251 13，592 2.6% 
Rhone-Alpes 1，512 1，536 1.6% 















































































































Areaofl五位1echforlnd田町 Building ofPower and Enviromant 
Building of Aぬ居間dThvias















































2 Germany 25 
3 Italy 21 
4 UK 14 
5 Switzerland 9 
6 Sweden 6 
7 Canada 5 
7 Japan 5 
7 Finland 5 
10 Netherlands 4 
10 8elgium 4 
12 Denmark 3 
13 Spain 2 
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いても盛んで、 DNAチップからナノバイオに至る広い
範囲セ句研究が丘む札玄ー どる。
5.10結言
以上フランスの MINATECフ。ロジェクトを紹介してき
たが、このプロジェクトに接して最も感じるのは、 税当き
技衛政策》:fJ-??Jt7-乞男Jど政策改革だらりー三貫f生とL
非賞ι論理的ふ動的;;設計ーされ立:/0三::'!J運嘗ー 子
法である。
研究水準そのものはフランスよりもむしろ日本のほう
が高いものが多い。彼らが注目しているカーボンナノ
チューブの領域の研究では日本人研究者、研究機関、
企業の参加を熱望しているのである。
しかし、日本と同様遅れていた研究開発推進のため
の産学官連携の具現化、ハイテクベンチャーのスター
トアッフ。については急速な展開を見せて差を付けつつ
ある。
これは研究開発の推進においては研究水準の問題
だけではなく、研究マネジメント、プロジェクトマネジメ
ントの要素が大きな部分を占めているからである。
国立研究所研究員の兼業、起業に関する規制緩和、
外国人研究者の活用、さらには FDIや海外研究機関
とのアライアンス、パートナーシップ、民間企業への研
究開発における税制上のインセンティブ付与等、ベー
スとなる施策を確実に実行しつつ、動機仕~1芳三ィ土三
三主精細ー1;検討三者塵;~~τ，動的ーなを~~=t主主L'玄挿.築
されていることの意義が大きいのである。
産学官連携においては、連携を行うこと自体が目的
なのではなく、研究開発を促進するための手法のーっ
として、そのような動的なシステムから必然的に導かれ
るということが重要なのである。
